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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第34期中から第36期中、及び第34期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載

しておりません。 

３ 第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式がないため記載

しておりません。 

  

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 (百万円) 19,444 22,174 26,248 42,653 49,133

経常利益 (百万円) 1,266 1,679 2,265 4,216 5,705

中間(当期)純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 583 701 1,288 1,820 △337

純資産額 (百万円) 9,510 10,932 10,921 10,856 9,972

総資産額 (百万円) 40,665 46,161 44,125 52,372 66,736

１株当たり純資産額 (円) 594.39 683.27 682.63 673.65 619.36

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
当期純損失(△) 

(円) 36.44 43.87 80.55 108.91 △25.01

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.4 23.7 24.8 20.7 14.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △13,789 △4,641 △15,261 △4,617 17,588

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,127 △3,279 389 △2,279 △3,150

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △627 500 △3,254 △85 532

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 4,481 6,623 10,887 14,044 29,015

従業員数 (名) 2,152 2,205 2,350 2,098 2,200



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

営業収益 (百万円) 18,986 22,213 24,465 41,685 47,442

経常利益 (百万円) 1,280 1,987 2,247 4,211 6,071

中間(当期)純利益 (百万円) 586 1,005 1,275 1,780 204

資本金 (百万円) 1,396 1,396 1,396 1,396 1,396

発行済株式総数 (株) 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000

純資産額 (百万円) 9,695 11,376 11,591 10,997 10,654

総資産額 (百万円) 40,623 43,748 37,984 51,578 60,622

１株当たり純資産額 (円) 605.94 711.04 724.46 682.44 662.00

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 36.67 62.86 79.74 106.37 8.83

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 32.00 32.00

自己資本比率 (％) 23.9 26.0 30.5 21.3 17.6

従業員数 (名) 2,032 2,082 2,215 1,977 2,072



２ 【事業の内容】 
当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 
  

３ 【関係会社の状況】 
当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、リバブル・ピーエイ㈱(連結子会社)は、平成17年４月に本店を東京都文京区から同中央区に移転いたしまし

た。また、東急リバブル九州㈱(連結子会社)は、平成17年９月に本店を福岡市早良区から同博多区に移転いたしまし

た。 

  

４ 【従業員の状況】 
(1) 連結会社における状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者及び派遣者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者及び派遣者を含む就業人員であります。 

２ 全社は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 
(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者及び派遣者を除き、他社から当社への出向者及び派遣者を含む就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

連結会社においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業の種類別セグメント 
従業員数(名)

合計 
社員 契約社員

仲介 1,704 52 1,756 

販売受託 266 45 311 

賃貸 123 9 132 

不動産販売 29 3 32 

その他 11 1 12 

全社 97 10 107 

合計 2,230 120 2,350 

区分 従業員数(名) 

社員 2,147 

契約社員 68 

合計 2,215 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰といった不安要素は抱えているものの、企業収益の改善や

設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善を背景に個人消費の増加傾向がみられるなど、景気は回復傾向にありまし

た。 

不動産流通業界におきましては、地価やオフィス賃料の底打ち感に加え、REITに代表される不動産投資ファンド

への大量の資金流入により不動産投資市場は拡大基調で推移いたしました。また、実需面ではディベロッパー各社

が都心部などの好立地で、セキュリティー機能やデザイン性に優れた高付加価値な新築マンションを値頃感のある

価格で供給した結果、消費者の購入意欲を喚起し契約は好調に推移いたしましたが、供給過剰感から販売競争は激

化いたしました。 

当社の主力事業である中古住宅の仲介市場におきましては、所得や雇用環境の改善に加え住宅ローンの多様化

や、築年数の浅い優良物件が市場に多く出回るようになったことを背景として、取引件数は増加基調で推移いたし

ました。取引価格も単価の高い東京都区部の取引件数の増加により上昇傾向がみられました。また、ホールセール

市場におきましては、不動産投資ファンドの旺盛な取得意欲により収益物件が活発に取引されるとともに、減損会

計の導入に伴う事業法人の遊休資産等の売却進行などにより活況を呈しました。 

このような環境下において当社グループは、中期経営計画「GROW UP LIVABLE」の確実な達成を目指して人材育成

と主力事業の強化に努めてまいりました。売買仲介リテール部門においては、本年４月に渋谷東口(東京都)に新規

出店するとともに、「新宿」「上野」(東京都)を中規模店から大型店である「センター」化することにより営業要

員・広告宣伝量を拡大し、都心部における仲介収益のシェア拡大を図ってまいりました。また、売買仲介ホールセ

ール部門においては、不動産流動化市場への組織的取り組みにより大口仲介案件の成約件数を拡大するとともに、

投資・事業用不動産を紹介する専用サイト「Biz-Solution」への掲載件数拡充による顧客サービスの向上に努めて

まいりました。また、賃貸業においては、直営賃貸仲介店舗の情報アンテナ機能をてこに管理代行物件の開発を推

進し、ノンアセットストックの拡充を図ってまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間の営業収益は26,248百万円(対前年同期比18.4％増)、営業利益は2,311百万円(対

前年同期比41.0％増)、経常利益は2,265百万円(対前年同期比34.9％増)、中間純利益は1,288百万円(対前年同期比

83.6％増)となりました。 

なお、営業収益のうち販売受託業収益は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に収益計上の対象とな

る取引が多いため、連結会計年度の上半期の販売受託業収益と下半期の販売受託業収益との間に著しい相違が見込

まれ、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 

  



事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

(仲介) 

売買仲介業におきましては、中期経営計画の基本戦略である「首都圏仲介収益NO.１」達成を目指して「渋谷東

口」に新規出店するとともに、「新宿」「上野」を大型店化し都心部のシェア拡大を図ってまいりました。また、

ホールセール部門においては産業再生機構から受任した事業用資産の売却業務が順調に推移し、収益拡大に寄与す

るとともに、不動産流動化の進展により取扱高の大きい収益物件の仲介件数が拡大いたしました。 

この結果、売買仲介取扱件数7,032件(対前年同期比2.8％減)、売買仲介取扱高338,725百万円(対前年同期比

18.8％増)、賃貸仲介取扱件数5,563件(対前年同期比5.9％増)、仲介業の営業収益は15,755百万円(対前年同期比

10.1％増)、営業利益は3,450百万円(対前年同期比4.4％増)となりました。 

  

(販売受託) 

販売受託業におきましては、東急不動産㈱分譲の都市型マンション「クオリア」シリーズの販売が都心回帰の流

れを捉え好調に推移し、また、東急田園都市線沿線を中心とする戸建・土地の販売も好調でした。 

しかしながら、当中間連結会計期間においては前期に比べ大型物件の引渡が減少した結果、取扱件数1,723件(対

前年同期比15.8％減)、取扱高64,802百万円(対前年同期比17.9％減)、販売受託業の営業収益は2,082百万円(対前

年同期比11.8％減)となりました。また、上半期に比べ下半期に収益計上となる取引が多いことなどにより、営業

損失357百万円(前年同期は営業損失281百万円)となりました。 

なお、主な販売受託の引渡実績は、マンションでは「グランベース芦屋川」(90戸)、「セレストタワー湘南平

塚」(90戸)、「マジェスティコート小石川・播磨坂」(85戸)、「クオリア御茶ノ水パークフロント」(72戸)、「ア

ルス梅田東」(71戸)など、戸建では「多摩田園都市」(68戸)、「あすみが丘」(34戸)、「湘南港が丘いろどりの

街」(33戸)など、土地では「びゅうヴェルジェ安中榛名」(30区画)、「泉ビレジ」(27区画)などであります。 

  

(賃貸) 

転貸(借上)・管理代行等のノンアセット事業におきましては、不動産投資ファンド市場の拡大により、不動産所

有者から委託を受けて資産の運営・管理業務を請け負うプロパティマネジマント市場も拡大傾向となりました。当

社におきましても、主に首都圏及び関西圏において展開する直営仲介店舗の開発機能を活用することにより、管理

代行物件のストック拡充に努めてまいりました。また、企業の福利厚生のアウトソーシングの流れを受け、社宅代

行の管理戸数も増加いたしました。賃貸(社有)のアセット事業においては、社有物件の高稼働率維持及び運営経費

の削減に取り組んでまいりました。 

平成16年９月に株式を取得し、連結子会社化したリバブル・ピーエイ㈱が収益拡大に寄与するなどした結果、賃

貸業の営業収益は3,507百万円(対前年同期比57.0％増)、営業利益は568百万円(対前年同期比44.0％増)となりまし

た。 



なお、主な収益の内訳としては、社有物件では「ウェルスクエア碑文谷」、「札幌トラストビル」、「リバブル

用賀ビル」、「渋谷山手通りSTレジデンス」、「東急リバブル百道ビル」などで668百万円(対前年同期比0.7％

増)、借上物件では「エディフィシオキーヨ」、「AMAX YOKOHAMA」、「ガーデナヴィル市川妙典」、「三宮山田東

急ビル」、「ソレアード葛西」などで1,918百万円(対前年同期比156.9％増)、管理代行では843百万円(対前年同期

比12.7％増)などであります。 

  

(不動産販売) 

不動産販売業におきましては、中央区日本橋の不動産特定共同事業の投資ファンドへの一括売却、及び事業法人

等の未稼動資産などの一括(バルク)買取・再販売事業が好調に推移いたしました。 

この結果、不動産販売業の営業収益は4,801百万円(対前年同期比49.4％増)、営業利益は397百万円(対前年同期

比18.7％増)となりました。 

  

(その他) 

その他の事業におきましては、SPC投資等の不動産証券化ビジネスや保険代理業務等に取り組み、収益の拡大を

図ってまいりました。 

この結果、その他の事業の営業収益は101百万円(対前年同期比62.9％増)、営業利益は６百万円(前年同期は営業

損失384百万円)となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末か

ら18,127百万円減少し、当中間連結会計期間末には10,887百万円(対前年同期比64.4％増)となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金は、15,261百万円減少(前年同期は4,641百万円の減少)いたしま

した。これは、主として販売受託業における受託預り金が19,138百万円減少したことによるものであります。ま

た、税金等調整前中間純利益については前年同期と比べ851百万円増の2,363百万円を計上し、減価償却費はほぼ前

年同期並みの355百万円となりました。なお、法人税等の支払額は39百万円となり、前年同期と比べ1,089百万円減

少しております。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金は、389百万円増加(前年同期は3,279百万円の減少)いたしまし

た。これは、主として営業店舗やソフトウェアへの投資に伴い510百万円の支払があった一方で、匿名組合・投資フ

ァンドからの出資金返還により398百万円、連結子会社であるリバブルアセットマネジメント㈱による賃貸用物件売

却により511百万円の収入があったことなどによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金は、3,254百万円減少(前年同期は500百万円の増加)いたしまし

た。これは、借入金2,743百万円の返済や配当金511百万円の支払があったことによるものであります。 

  



２ 【営業の状況】 

当中間連結会計期間における営業実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

(仲介) 
  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

営業収益(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

仲介 15,755 60.0 10.1 

販売受託 2,082 7.9 △11.8 

賃貸 3,507 13.4 57.0 

不動産販売 4,801 18.3 49.4 

その他 101 0.4 62.9 

合計 26,248 100.0 18.4 

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

売買仲介 賃貸仲介 合計 

前年
同期比 
(％) 

仲介 顧客
紹介料等 
(百万円) 

収益
(百万円) 

件数
(件) 

収益
(百万円) 

収益 
(百万円) 件数 

(件) 
取扱高
(百万円) 

手数料 
(百万円) 

北海道地方 150 2,199 122 2 125 ― ― 125 △2.8

東北地方 273 4,472 254 2 256 59 9 265 △20.8

関東地方 5,159 296,815 12,127 411 12,539 5,134 1,050 13,590 12.6

中部地方 167 4,082 193 2 195 ― ― 195 11.2

近畿地方 1,178 28,934 1,337 49 1,387 362 66 1,454 △1.8

九州地方 105 2,220 112 10 123 8 0 124 7.4

合計 7,032 338,725 14,148 479 14,627 5,563 1,127 15,755 10.1



(販売受託) 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(賃貸) 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売受託 顧客
紹介料等 
(百万円) 

収益 
(百万円) 

前年同期比
(％) 

件数(件) 
取扱高
(百万円) 

手数料
(百万円) 

東北地方 76 1,779 64 ― 64 43.0

関東地方 1,087 45,928 1,345 93 1,439 △16.7

近畿地方 560 17,094 505 73 578 △1.5

合計 1,723 64,802 1,915 166 2,082 △11.8

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

管理戸数(戸) 管理面積(㎡) 収益(百万円) 前年同期比(％) 

賃貸(社有)  

 住宅 458 ― 469 1.7

 オフィス等 ― 4,936.21 198 △1.5

小計 458 4,936.21 668 0.7

転貸(借上)  

 住宅 2,577 ― 1,678 230.1

 オフィス等 ― 8,365.57 240 0.7

小計 2,577 8,365.57 1,918 156.9

管理代行 35,752 ― 843 12.7

その他 ― ― 76 1.4

合計 ― ― 3,507 57.0



(不動産販売) 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(その他) 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売戸数(戸・区画) 収益(百万円) 前年同期比(％) 

土地 17 805 △22.4

マンション 127 3,220 52.3

戸建 11 547 802.1

ビル 3 228 ―

合計 158 4,801 49.4

区分 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

収益(百万円) 前年同期比(％) 

ノンアセット 61 128.9

その他 39 12.7

合計 101 62.9



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、以下の設備を譲渡いたしました。 

  

(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿残高のうち「その他」は、機械装置及び器具備品の合計額であります。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末において計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりで

あります。 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

会社名 名称 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 設備の内容

帳簿残高(百万円)

従業員数
(名) 建物及び

構築物 
(面積㎡) 

土地
(面積㎡) その他 合計 

リバブル 
アセット 
マネジメ 
ント㈱ 

札幌トラストビル 
(北海道札幌市) 賃貸 賃貸用ビル

230
(3,248.01)

186
(803.39)

8 425 ―

会社名 設備の内容 
事業の種類別
セグメント 

必要性
投資額
(百万円) 

完了年月 

提出会社 

営業店舗の移設・改装等
(17件) 

仲介・販売受託・
全社 

収益の拡大 167
Ｈ17．４月～ 
Ｈ17．９月 

ソフトウェア 
仲介・販売受託・
賃貸・全社 

業務効率の向上 297
Ｈ17．４月～ 
Ｈ17．９月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 16,000,000 16,000,000
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 16,000,000 16,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 16,000,000 ― 1,396 ― 944



(4) 【大株主の状況】 
(平成17年９月30日現在) 

(注) 日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)、日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（三井アセット信託銀行退職給付信託口)の所有株式は、全て信託業務に係る株式であります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株(議決権13個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式54株が含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

東急不動産㈱ 東京都渋谷区道玄坂一丁目21番２号 8,001.0 50.00

東京急行電鉄㈱ 東京都渋谷区南平台町５番６号 1,850.0 11.56

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 747.2 4.67

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 497.1 3.10

東急リバブル従業員持株会 東京都渋谷区道玄坂一丁目９番５号 496.9 3.10

㈱東急ハンズ 東京都渋谷区道玄坂一丁目10番７号 200.0 1.25

㈱東急コミュニティー 東京都世田谷区用賀四丁目10番１号 200.0 1.25

クラリデン バンク 
(常任代理人 ㈱東京三菱銀行) 

CLARIDENSTRASSE26 P.O.BOX5080
CH-8022 ZURICH SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

140.0 0.87

㈱東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 100.0 0.62

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(三井アセット信託銀行
退職給付信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 99.9 0.62

計 ― 12,332.1 77.07

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 
         100 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,999,500 159,995 同上 

単元未満株式 普通株式     400 ― 同上 

発行済株式総数 16,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 159,995 ― 



② 【自己株式等】 

(平成17年９月30日現在) 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東急リバブル㈱ 

東京都渋谷区道玄坂 
一丁目９番５号 

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 3,940 4,380 4,580 4,530 4,700 5,480

最低(円) 3,570 3,750 4,090 4,250 4,250 4,440



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    6,623 10,887   29,015 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

   209 394   467 

３ 有価証券 ※２  370 135   390 

４ たな卸資産 ※２  5,953 5,274   7,552 

５ 繰延税金資産    1,230 1,304   1,464 

６ 立替金    3,041 3,745   5,428 

７ その他    902 631   699 

貸倒引当金    △6 △8   △11 

流動資産合計    18,324 39.7 22,364 50.7   45,006 67.4

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び 
  構築物 

※２ 5,796   4,765 5,057   

(2) 土地 ※２ 10,394   4,826 5,012   

(3) その他 ※２ 315 16,506 35.8 352 9,944 22.5 318 10,388 15.6

２ 無形固定資産    1,903 4.1 2,088 4.7   1,929 2.9

３ 投資その他の 
  資産 

         

(1) 投資有価証券 ※２ 1,595   3,775 3,530   

(2) 差入保証金 
  敷金 

※２ 3,290   3,199 3,168   

(3) 繰延税金資産   1,017   1,077 1,194   

(4) その他   3,690   1,832 1,673   

貸倒引当金   △167 9,426 20.4 △156 9,728 22.1 △153 9,412 14.1

固定資産合計    27,836 60.3 21,760 49.3   21,730 32.6

資産合計    46,161 100.0 44,125 100.0   66,736 100.0

           



  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    30 138   47 

２ 短期借入金 ※２  8,505 2,113   4,081 

３ 未払金    2,202 1,873   3,521 

４ 未払法人税等    279 996   73 

５ 前受金    3,022 3,290   2,851 

６ 受託預り金    10,450 9,862   29,001 

７ 預り金 ※２  2,206 2,203   3,069 

８ 賞与引当金    1,726 1,928   2,278 

９ その他    734 862   1,126 

流動負債合計    29,155 63.2 23,270 52.7   46,049 69.0

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  1,457 5,138   5,914 

２ 退職給付引当金    2,507 2,837   2,664 

３ 役員退任慰労 
  引当金 

   273 331   303 

４ その他    1,825 1,614   1,832 

固定負債合計    6,063 13.1 9,922 22.5   10,714 16.1

負債合計    35,219 76.3 33,192 75.2   56,764 85.1

           

(少数株主持分)          

少数株主持分    9 0.0 10 0.0   0 0.0

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,396 3.0 1,396 3.2   1,396 2.1

Ⅱ 資本剰余金    944 2.1 944 2.1   944 1.4

Ⅲ 利益剰余金    8,344 18.1 8,018 18.2   7,304 10.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

   247 0.5 563 1.3   327 0.5

Ⅴ 自己株式    △0 △0.0 △0 △0.0   △0 △0.0

資本合計    10,932 23.7 10,921 24.8   9,972 14.9

負債、少数株主 
持分及び資本合計 

   46,161 100.0 44,125 100.0   66,736 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益 ※５  22,174 100.0 26,248 100.0   49,133 100.0

Ⅱ 営業原価    18,436 83.1 22,046 84.0   39,279 79.9

営業総利益    3,737 16.9 4,202 16.0   9,854 20.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１  2,098 9.5 1,891 7.2   4,117 8.4

営業利益    1,639 7.4 2,311 8.8   5,737 11.7

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   2   1 5   

２ 受取配当金   ―   6 13   

３ 保険配当金等   ―   24 61   

４ 受取保険金   22   ― ―   

５ 積立傷害保険 
  満期返戻金 

  21   ― ―   

６ 独身寮・社宅 
  運営収益 

  13   7 21   

７ その他   44 103 0.5 14 55 0.2 28 131 0.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   63   68 127   

２ 貸倒引当金 
  繰入額 

  ―   14 31   

３ 支払手数料   ―   12 ―   

４ その他   0 63 0.3 6 101 0.4 3 162 0.3

経常利益    1,679 7.6 2,265 8.6   5,705 11.6

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ ―   108 27   

２ 貸倒引当金 
  戻入益 

  ― ― ― 13 121 0.5 29 57 0.1

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※３ ―   23 5,613   

２ 本社移転費用 ※４ 167 167 0.8 ― 23 0.1 167 5,781 11.8

税金等調整前 
中間純利益又は 
税金等調整前 
当期純損失(△) 

   1,512 6.8 2,363 9.0   △18 △0.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  260   948 243   

法人税等調整額   549 810 3.7 115 1,064 4.1 84 328 0.7

少数株主利益 
又は少数株主 
損失(△) 

   0 0.0 10 0.0   △8 △0.0

中間純利益又は 
当期純損失(△) 

   701 3.2 1,288 4.9   △337 △0.7

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   944 944   944

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  944 944   944

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   8,232 7,304   8,232

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間純利益 701 701 1,288 1,288 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 512 511 512 

２ 役員賞与 78 62 78 

(うち監査役賞与) (3) (3) (3)

３ 当期純損失 ― 590 ― 574 337 927

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  8,344 8,018   7,304

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純損益(損失：△) 

 1,512 2,363 △18

２ 減価償却費  350 355 739

３ 連結調整勘定償却額  289 ― 289

４ 賞与引当金の増減額 
  (減少：△) 

 △420 △349 131

５ 退職給付引当金の増減額 
  (減少：△) 

 135 172 291

６ 役員退任慰労引当金の 
  増減額(減少：△) 

 △8 28 21

７ 貸倒引当金の増減額 
  (減少：△) 

 △47 △1 △55

８ 投資有価証券売却益  ― ― △6

９ 有形固定資産売却益  ― △108 △27

10 有形固定資産売却損  ― 23 5,613

11 受取利息及び受取配当金  △10 △8 △19

12 支払利息  63 68 127

13 売上債権の増減額 
  (増加：△) 

 356 73 98

14 たな卸資産の増減額 
  (増加：△) 

 722 2,278 △876

15 立替金の増減額 
  (増加：△) 

 △133 1,683 △2,521

16 買掛金の増減額 
  (減少：△) 

 △239 91 △222

17 未払金の増減額 
  (減少：△) 

 △524 △1,648 794

18 前受金の増減額 
  (減少：△) 

 △418 439 △691

19 預り金の増減額 
  (減少：△) 

 △226 △865 636

20 未払消費税等の増減額 
  (減少：△) 

 △311 △191 53

21 役員賞与の支払額  △78 △62 △78

22 受託預り金の増減額 
  (減少：△) 

 △4,780 △19,138 13,769

23 その他  317 △361 970

小計  △3,452 △15,158 19,023

24 利息及び配当金の受取額  8 7 17

25 利息の支払額  △69 △70 △134

26 法人税等の支払額  △1,128 △39 △1,316

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,641 △15,261 17,588



  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券の償還による 
  収入 

 270 255 350

２ 新規連結子会社の 
  取得による収入 

 67 ― 67

３ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △1,925 △212 △2,186

４ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 ― 511 446

５ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △212 △297 △380

６ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △273 △245 △326

７ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 ― ― 17

８ 投資有価証券の出資返還 
  による収入 

 ― 398 ―

９ 出資による支出  △1,480 ― △1,689

10 出資の回収による収入  257 ― 524

11 貸付金の回収による収入  0 ― 0

12 その他  16 △19 27

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,279 389 △3,150

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の増減額 
  (減少：△) 

 1,940 △1,432 △1,600

２ 長期借入れによる収入  ― ― 5,750

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △927 △1,310 △3,105

４ 配当金の支払額  △512 △511 △512

５ その他  △0 ― △0

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 500 △3,254 532

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△) 

 △7,420 △18,127 14,970

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 14,044 29,015 14,044

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 6,623 10,887 29,015

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

 子会社は全て連結されて

おります。 

 当該連結子会社は、テ

イ・エル㈱、エル・スタッ

フ㈱、横浜住宅販売㈱、エ

リアネット㈱、東急リバブ

ル九州㈱、東急リバブルス

タッフ㈱、東急リバブル札

幌㈱、リバブルアセットマ

ネジメント㈱、リバブル・

ピーエイ㈱の９社でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期

間において日本信販㈱から

全株式を譲り受けたリバブ

ル・ピーエイ㈱は、当中間

連結会計期間より連結して

おります。但し、みなし取

得日が、当中間連結会計期

間末であるため、中間貸借

対照表のみ連結しておりま

す。 

 子会社は全て連結されて

おります。 

 当該連結子会社は、テ

イ・エル㈱、エル・スタッ

フ㈱、横浜住宅販売㈱、エ

リアネット㈱、東急リバブ

ル九州㈱、東急リバブルス

タッフ㈱、東急リバブル札

幌㈱、リバブルアセットマ

ネジメント㈱、リバブル・

ピーエイ㈱の９社でありま

す。 

  

 子会社は全て連結されて

おります。 

 当該連結子会社は、テ

イ・エル㈱、エル・スタッ

フ㈱、横浜住宅販売㈱、エ

リアネット㈱、東急リバブ

ル九州㈱、東急リバブルス

タッフ㈱、東急リバブル札

幌㈱、リバブルアセットマ

ネジメント㈱、リバブル・

ピーエイ㈱の９社でありま

す。 

 なお、リバブル・ピーエ

イ㈱は、当連結会計年度に

おいて同社株式を取得した

ため、新たに連結しており

ます。但し、中間連結会計

期間末をみなし取得日とし

ているため、連結損益計算

書及び連結キャッシュ・フ

ロー計算書については、平

成16年10月１日から平成17

年３月31日までを連結して

おります。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

と中間連結決算日は、一致

しております。 

同左  連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は、一致し

ております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

  

  

  

① 有価証券 

 ａ満期保有目的の債券 

  ……償却原価法 

     (定額法) 

 ｂその他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

  

  

① 有価証券 

 ａ満期保有目的の債券 

  ……同左 

  

 ｂその他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

① 有価証券 

 ａ満期保有目的の債券 

  ……同左 

  

 ｂその他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    時価のないもの 

  ……移動平均法による

原価法 

  時価のないもの 

  ……同左 

    なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資(証券取引

法第２条第２項に

より有価証券とみ

なされるもの)の

損益のうち、当社

グループに帰属す

る持分相当損益を

「営業収益」又は

「営業原価」に計

上するとともに

「投資有価証券」

を加減する処理を

行っております。 

  時価のないもの 

  ……同左 

    なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資(証券取引

法第２条第２項に

より有価証券とみ

なされるもの)の

損益のうち、当社

グループに帰属す

る持分相当損益を

「営業収益」又は

「営業原価」に計

上するとともに

「投資有価証券」

を加減する処理を

行っております。 

  ②   ――――― ② デリバティブ 

  ……時価法 

② デリバティブ 

  ……時価法 

  ③ たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……個別法による原価

法 

③ たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左 

③ たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

  定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除

く)については、定額法

を採用しております。 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。ただし、

平成10年３月31日以前に

取得した建物について

は、平成10年度税制改正

前の耐用年数を適用して

おります。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

  定額法を採用しており

ます。 

③   ――――― 

  

③ 長期前払費用 

  定額法を採用しており

ます。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による定額法

により発生した連結会計

年度から費用処理してお

ります。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した連結

会計年度から費用処理し

ております。 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した連結

会計年度から費用処理し

ております。 

 (会計方針の変更) 

  当中間連結会計期間よ

り「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」

(企業会計基準第３号

平成17年３月16日)及び

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関す

る適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平

成17年３月16日)を適用

しております。これによ

り営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利

益は54百万円増加してお

ります。 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による定額法

により発生した連結会計

年度から費用処理してお

ります。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した連結

会計年度から費用処理し

ております。 

  ④ 役員退任慰労引当金 

  中間連結財務諸表提出

会社は、役員の退任慰労

金の支給に備えるため、

内規に基づく中間期末要

支給額を計上しておりま

す。 

④ 役員退任慰労引当金 

同左 

④ 役員退任慰労引当金 

  連結財務諸表提出会社

は、役員の退任慰労金の

支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を

計上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

 (5) 重要なヘッジ会

計の方法 

――――― ① ヘッジ会計の方針 

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしているため、特例処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方針 

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしているため、特例処

理を採用しております。 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 （ヘッジ手段） 

  金利スワップ 

 （ヘッジ対象） 

  借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 （ヘッジ手段） 

  金利スワップ 

 （ヘッジ対象） 

  借入金の利息 

    ③ ヘッジ方針 

  当社グループでは、借

入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

  当社グループでは、借

入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っておりま

す。 

    ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしている

ため、有効性の判定を省

略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしている

ため、有効性の判定を省

略しております。 

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための基本と

なる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式としておりま

す。なお、資産等に係る

控除対象外の消費税及び

地方消費税は、当中間連

結会計期間の費用として

おります。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式としておりま

す。なお、資産等に係る

控除対象外の消費税及び

地方消費税は、発生した

連結会計年度の期間費用

としております。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び取得から３ヶ

月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資

からなっております。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び取得から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資から

なっております。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において、独立科目で区分掲記し

ていた「ゴルフ会員権償還益」(当中間連結会計期間９

百万円)は、営業外収益総額の100分の10以下であるた

め、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 (中間連結貸借対照表) 

１ 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)により、証券取引法第２条第２項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への

出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

中間連結会計期間末では投資その他の資産の「その

他」に含めていたみなし有価証券(前中間連結会計期

間末2,081百万円)を、当中間連結会計期間末において

は「投資有価証券」に含めております。この変更によ

り、投資有価証券は1,458百万円増加しております。 

   (中間連結損益計算書) 

１ 当中間連結会計期間において、「受取配当金」の金

額が営業外収益総額の100分の10を超えたため、区分

掲記しております。なお、前中間連結会計期間の営業

外収益の「その他」に含まれている「受取配当金」は

８百万円であります。 

  ２ 前中間連結会計期間において、独立科目で区分掲記

していた「受取保険金」及び「積立障害保険満期返戻

金」は、当中間連結会計期間から「保険配当金」など

と一括して「保険配当金等」として表示しておりま

す。なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれている「保険配当金」は９百万円であり

ます。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (固定資産の譲渡) 

 中間連結財務諸表提出会社は、平

成16年７月29日に固定資産の譲渡に

ついて次のとおり売買契約を締結し

ております。 

譲渡する相手会社の名称 

 医療法人 グラニーアンドグラン

ダクリニック 

譲渡資産の種類 

 千葉県松戸市所在の建物及び土地 

譲渡前の使途 

 独身寮 

譲渡予定 

 平成17年３月 

譲渡価額 

 138百万円 

帳簿価額(平成16年９月30日現在) 

 797百万円 

――――― ――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,025百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,836百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,695百万円 

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業法に基づく営

業保証金として供託しているも

のであります。 

  

   不動産特定共同事業者(匿名

組合方式における出資者)の出

資を目的とした借入金に対して

提供しているものであります。 

 (1) 有価証券 350百万円

   投資有価証券 407 

 (2) たな卸資産 417百万円

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。 

   なお、上記のたな卸資産につ

いては、不動産特定共同事業者

(匿名組合方式における出資者)

からの預り金に対して抵当権が

設定されております。 

 (1) 有価証券 135百万円

   投資有価証券 613

   差入保証金敷金 20

 (2) たな卸資産 517百万円

   (対応する債務)

   預り金 250百万円

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業法に基づく営

業保証金として供託しているも

のであります。 

 (2)   ――――― 

  

(1) 有価証券 370百万円

  投資有価証券 371 

  差入保証金敷金 10 

  

なお、上記の建物及び構築

物、土地、その他については、

根抵当権(極度額1,800百万円)

及び抵当権が設定されておりま

す。 

 (3) 建物及び 
   構築物 

1,296百万円

   土地 4,414 

   その他 4 

   (対応する債務) 

   長期借入金 1,875百万円

  

なお、上記の建物及び構築

物、土地については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。 

 (3) 建物及び
   構築物 

814百万円

   土地 1,069

   (対応する債務)

   短期借入金 480百万円

   長期借入金 90 なお、上記の建物及び構築

物、土地については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。 

(3) 建物及び
   構築物 

835百万円

  土地 1,069 

 (対応する債務) 

  長期借入金 900百万円

 ３ 保証債務 

被保証者 保証金額 
(百万円) 内容 

住宅ローン 
利用顧客 222 住宅ローン 

の保証 
つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客 

2,329 
つなぎ住宅 
ローンの保 
証 

合計 2,552 ― 

 ３ 保証債務 

被保証者 保証金額
(百万円) 内容

住宅ローン 
利用顧客 180

住宅ローン
の保証 

つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客 

1,106
つなぎ住宅
ローンの保 
証 

合計 1,286 ―

 ３ 保証債務 

被保証者
保証金額 
(百万円) 内容 

住宅ローン
利用顧客 210 住宅ローン 

の保証 
つなぎ住宅
ローン利用 
顧客 

2,149 
つなぎ住宅 
ローンの保 
証 

合計 2,359 ― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

給料手当賞与 374百万円

賞与引当金 
繰入額 

95 

退職給付費用 12 

役員退任慰労 
引当金繰入額 

30 

厚生福利費 218 

減価償却費 145 

貸倒引当金 
繰入額 

1 

連結調整勘定 
償却額 

289 

給料手当賞与 440百万円

賞与引当金
繰入額 

100

退職給付費用 11

役員退任慰労
引当金繰入額 

28

厚生福利費 155

減価償却費 124

貸倒引当金
繰入額 

1

給料手当賞与 818百万円

賞与引当金
繰入額 

118 

退職給付費用 25 

役員退任慰労 
引当金繰入額 

60 

減価償却費 297 

貸倒引当金
繰入額 

5 

連結調整勘定 
償却額 

289 

※２    ――――― ※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 108百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 27百万円

※３    ――――― ※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

土地 23百万円

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 497百万円

土地 5,113 

その他 2 

合計 5,613百万円

※４ 本社移転費用 

   平成16年５月に、渋谷区桜ヶ

丘町から同区道玄坂一丁目に本

社を移転したことに伴う費用で

あります。 

※４    ――――― ※４ 本社移転費用 

   平成16年５月に、渋谷区桜ヶ

丘町より同区道玄坂一丁目に本

社を移転したことに伴う費用で

あります。 

※５ 営業収益のうち販売受託業収

益は、通常の営業の形態とし

て、上半期に比べ下半期に収益

計上の対象となる取引が多いた

め、連結会計年度の上半期の販

売受託業収益と下半期の販売受

託業収益との間に著しい相違が

見込まれ、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

※５     同左 ――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,623百万円

有価証券勘定 370

取得日から償還日 
までの期間が 
３ヶ月を超える 
債券等 

△370

現金及び現金 
同等物 

6,623百万円

現金及び預金勘定 10,887百万円

有価証券勘定 135

取得日から償還日
までの期間が 
３ヶ月を超える 
債券等 

△135

現金及び現金 
同等物 

10,887百万円

現金及び預金勘定 29,015百万円

有価証券勘定 390  

取得日から償還日
までの期間が 
３ヶ月を超える 
債券等 

△390  

現金及び現金
同等物 

29,015百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 24 3 20

器具 
備品 864 573 291

合計 889 577 312

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

同左 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 30 9 20

器具 
備品 721 322 398

合計 752 332 419

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 30 6 24

器具
備品 669 312 357

合計 700 319 381

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年内 148百万円

１年超 163 

合計 312百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

同左 

１年内 152百万円

１年超 267

合計 419百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年内 149百万円

１年超 232 

合計 381百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 103 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 93百万円

減価償却費相当額 93

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 183百万円

減価償却費相当額 183 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

  満期保有目的の債券     

  国債・地方債等 788 786 △1

計 788 786 △1

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

  その他有価証券     

  株式 455 871 416

計 455 871 416

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 305

区分 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

  満期保有目的の債券     

  国債・地方債等 753 748 △4

計 753 748 △4

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

  その他有価証券     

  株式 445 1,393 947

計 445 1,393 947

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  その他有価証券 

  非上場株式 304

  匿名組合出資金 1,458

計 1,763



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(注) その他有価証券で時価のある株式の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末(連結会計年度末)における時価が取得原価

に比べ、50％以上下落した場合には減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性など

を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日現在) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

  

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

  満期保有目的の債券     

  国債・地方債等 762 763 1

計 762 763 1

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

  その他有価証券     

  株式 445 997 551

計 445 997 551

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  その他有価証券 

  非上場株式 304

  匿名組合出資金 1,856

計 2,161



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

役務提供の形態別区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

仲介：不動産の仲介及び不動産の仲介に附帯する業務 

販売受託：不動産の販売受託及び不動産の販売受託に附帯する業務 

賃貸：不動産の賃貸及び不動産の賃貸に附帯する業務 

不動産販売：買取物件再販売業務、その他不動産の販売等 

その他：不動産特定共同事業法に基づく匿名組合事業及び不動産証券化業務、保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,706百万円であり、その主なものは、当社

の総務・経理部門等に係る費用であります。 

  

  
仲介 
(百万円) 

販売受託 
(百万円) 

賃貸
(百万円) 

不動産販売
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び 
  営業損益      

  営業収益      

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益 14,304 2,359 2,234 3,213 62 22,174 ― 22,174

 (2) セグメント間の 
   内部営業収益又は 
   振替高 

3 0 9 34 ― 47 (47) ―

計 14,308 2,360 2,243 3,247 62 22,221 (47) 22,174

  営業費用 11,002 2,641 1,849 2,912 446 18,852 1,682 20,535

  営業利益 
  又は営業損失(△) 3,305 △281 394 335 △384 3,369 (1,730) 1,639



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

役務提供の形態別区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

仲介：不動産の仲介及び不動産の仲介に附帯する業務 

販売受託：不動産の販売受託及び不動産の販売受託に附帯する業務 

賃貸：不動産の賃貸及び不動産の賃貸に附帯する業務 

不動産販売：買取物件再販売業務、その他不動産の販売等 

その他：SPC投資等の不動産証券化業務、保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,750百万円であり、その主なものは、当社の

総務・経理部門等に係る費用であります。 

  

  
仲介 
(百万円) 

販売受託 
(百万円) 

賃貸
(百万円) 

不動産販売
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び 
  営業損益      

  営業収益      

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益 15,755 2,082 3,507 4,801 101 26,248 ― 26,248

 (2) セグメント間の 
   内部営業収益又は 
   振替高 

30 0 8 ― 0 39 (39) ―

計 15,785 2,082 3,516 4,801 102 26,288 (39) 26,248

  営業費用 12,334 2,440 2,947 4,403 95 22,222 1,714 23,937

  営業利益 
  又は営業損失(△) 3,450 △357 568 397 6 4,065 (1,754) 2,311



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

役務提供の形態別区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

仲介：不動産の仲介及び不動産の仲介に附帯する業務 

販売受託：不動産の販売受託及び不動産の販売受託に附帯する業務 

賃貸：不動産の賃貸及び不動産の賃貸に附帯する業務 

不動産販売：買取物件再販売業務、その他不動産の販売等 

その他：SPC投資等の不動産証券化業務、保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,609百万円であり、その主なものは、当社の

総務・経理部門等に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、本邦以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。 

  

【海外営業収益】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、海外営業収益がないため、記

載しておりません。 

  

  
仲介 
(百万円) 

販売受託 
(百万円) 

賃貸
(百万円) 

不動産販売
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び 
  営業損益      

  営業収益      

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益 29,387 7,124 5,611 6,578 432 49,133 ― 49,133

 (2) セグメント間の 
   内部営業収益又は 
   振替高 

27 0 17 28 ― 73 (73) ―

計 29,414 7,124 5,628 6,607 432 49,207 (73) 49,133

  営業費用 22,807 5,559 4,997 5,847 639 39,851 3,544 43,396

  営業利益 
  又は営業損失(△) 6,606 1,565 631 759 △207 9,355 (3,618) 5,737



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

３ １株当たり中間純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 683.27円 １株当たり純資産額 682.63円 １株当たり純資産額 619.36円

１株当たり中間純利益 43.87円 １株当たり中間純利益 80.55円 １株当たり当期純損失 25.01円

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間純利益又は当期純損失(△) 

(百万円) 
701 1,288 △337 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 62 

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (62) 

普通株式に係る中間純利益 

又は当期純損失(△)(百万円) 
701 1,288 △400 

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,999 15,999 15,999 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    5,707 9,597   28,021 

２ 売掛金    203 281   433 

３ 有価証券 ※２  320 105   340 

４ たな卸資産 ※２  5,949 5,266   7,527 

５ 繰延税金資産    1,230 1,304   1,464 

６ 立替金    3,040 3,743   5,428 

７ その他    794 567   567 

貸倒引当金    △6 △7   △11 

流動資産合計    17,240 39.4 20,858 54.9   43,771 72.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２ 4,940   2,896 2,907   

(2) 土地 ※２ 8,941   1,518 1,518   

(3) その他 ※２ 441 14,322 32.7 396 4,811 12.7 355 4,781 7.9

２ 無形固定資産    1,867 4.3 2,057 5.4   1,895 3.1

３ 投資その他 
  の資産 

         

(1) 投資有価証券 ※２ 1,334   3,244 3,240   

(2) 繰延税金資産   1,024   975 1,095   

(3) 差入保証金 
  敷金 

※２ 3,252   3,136 3,116   

(4) 出資金   2,255   ― ―   

(5) その他   2,669   3,126 2,946   

貸倒引当金   △217 10,318 23.6 △226 10,256 27.0 △224 10,174 16.8

固定資産合計    26,508 60.6 17,125 45.1   16,850 27.8

資産合計    43,748 100.0 37,984 100.0   60,622 100.0

           



  

  
  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    30 138   47 

２ 短期借入金 ※２  6,405 1,436   3,931 

３ 未払金    2,170 1,827   3,450 

４ 未払法人税等    270 929   60 

５ 前受金    2,883 3,145   2,723 

６ 受託預り金    10,450 9,862   29,001 

７ 預り金 ※２  2,161 2,090   3,011 

８ 賞与引当金    1,695 1,888   2,239 

９ その他    668 758   1,028 

流動負債合計    26,735 61.1 22,077 58.1   45,491 75.0

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  1,457 191   364 

２ 退職給付引当金    2,503 2,831   2,659 

３ 役員退任慰労 
  引当金 

   273 331   303 

４ その他    1,401 960   1,148 

固定負債合計    5,636 12.9 4,315 11.4   4,476 7.4

負債合計    32,371 74.0 26,393 69.5   49,967 82.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,396 3.2 1,396 3.7   1,396 2.3

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金    944 944   944 

  資本剰余金合計    944 2.1 944 2.5   944 1.6

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金    145 145   145 

 ２ 任意積立金    4,700 6,000   4,700 

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益 

   3,943 2,542   3,141 

  利益剰余金合計    8,788 20.1 8,687 22.8   7,986 13.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

   247 0.6 563 1.5   327 0.5

Ⅴ 自己株式    △0 △0.0 △0 △0.0   △0 △0.0

  資本合計    11,376 26.0 11,591 30.5   10,654 17.6

負債資本合計    43,748 100.0 37,984 100.0   60,622 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益          

１ 仲介業収益   13,898   15,358 28,582   

２ 販売受託業収益 ※６ 2,339   2,063 7,082   

３ 賃貸業収益   2,188   2,180 4,301   

４ 不動産販売業 
  収益 

  3,723   4,760 7,044   

５ その他の事業 
  収益 

  62 22,213 100.0 102 24,465 100.0 432 47,442 100.0

Ⅱ 営業原価          

１ 仲介業原価   10,575   11,894 21,935   

２ 販売受託業原価   2,630   2,428 5,537   

３ 賃貸業原価   1,514   1,695 3,315   

４ 不動産販売業 
  原価 

  3,298   4,223 6,095   

５ その他の事業 
  原価 

  446 18,464 83.1 95 20,337 83.1 639 37,523 79.1

営業総利益    3,748 16.9 4,128 16.9   9,918 20.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

   1,808 8.1 1,891 7.7   3,827 8.1

営業利益    1,940 8.7 2,236 9.1   6,090 12.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  106 0.5 61 0.3   139 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  59 0.3 50 0.2   158 0.3

経常利益    1,987 8.9 2,247 9.2   6,071 12.8

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― 28 0.1   346 0.7

Ⅶ 特別損失 ※４  167 0.8 ― ―   5,781 12.2

税引前中間 
(当期)純利益 

   1,819 8.2 2,276 9.3   636 1.3

法人税、住民税 
及び事業税 

  252   882 231   

法人税等調整額   561 814 3.7 118 1,000 4.1 201 432 0.9

中間(当期) 
純利益 

   1,005 4.5 1,275 5.2   204 0.4

前期繰越利益    2,937 1,266   2,937 

中間(当期) 
未処分利益 

   3,943 2,542   3,141 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 ①満期保有目的の債券 

  ……償却原価法 

     (定額法) 

 ②子会社株式 

  ……移動平均法による 

    原価法 

 ③その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

  時価のないもの 

  ……移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

 ①満期保有目的の債券 

  ……同左 

  

 ②子会社株式 

  ……同左 

  

 ③その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……同左 

  

  

  

  

  

  

  時価のないもの 

  ……同左 

    なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資(証券取引

法第２条第２項に

より有価証券とみ

なされるもの)の

損益のうち、当社

に帰属する持分相

当損益を「営業収

益」又は「営業原

価」に計上すると

ともに「投資有価

証券」を加減する

処理を行っており

ます。 

(1) 有価証券 

 ①満期保有目的の債券 

  ……同左 

  

 ②子会社株式 

  ……同左 

  

 ③その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

  時価のないもの 

  ……同左 

    なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資(証券取引

法第２条第２項に

より有価証券とみ

なされるもの)の

損益のうち、当社

に帰属する持分相

当損益を「営業収

益」又は「営業原

価」に計上すると

ともに「投資有価

証券」を加減する

処理を行っており

ます。 

  (2) たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……個別法による原価

法 

(2) たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左 

(2) たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除

く)については、定額法

を採用しております。 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。ただし、

平成10年３月31日以前に

取得した建物について

は、平成10年度税制改正

前の耐用年数を適用して

おります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による定額法

により発生した事業年度

から費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した事業

年度から費用処理してお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した事業

年度から費用処理してお

ります。 

 (会計方針の変更) 

当中間会計期間より

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正」(企

業会計基準第３号 平成

17 年 ３ 月 16 日 ) 及 び

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関す

る適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平

成17年３月16日)を適用

しております。 

  これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益は54百万円増加し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による定額法

により発生した事業年度

から費用処理しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した事業

年度から費用処理してお

ります。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 役員退任慰労引当金 

  役員の退任慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4) 役員退任慰労引当金 

同左 

(4) 役員退任慰労引当金 

  役員の退任慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式としておりま

す。なお、資産等に係る

控除対象外の消費税及び

地方消費税は、当中間会

計期間の費用としており

ます。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式としておりま

す。なお、資産等に係る

控除対象外の消費税及び

地方消費税は、発生した

事業年度の期間費用とし

ております。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において、投資その他の資産の「その

他」に含めていた「出資金」は、資産総額の100分の５

を超えたため、当中間会計期間より区分掲記しておりま

す。なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「その

他」に含まれている「出資金」は、1,428百万円であり

ます。 

 (中間貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)により、証券取引法第２条第２項において、

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資を

有価証券とみなすこととされたことに伴い、前中間会計

期間末では「出資金」に含めていたみなし有価証券(前

中間会計期間末2,081百万円)を、当中間会計期間末にお

いては「投資有価証券」に含めております。この変更に

より、投資有価証券は1,258百万円増加しております。 

 なお、みなし有価証券を除いた出資金(当中間会計期

間末319百万円)は総資産額の100分の５以下のため、当

中間会計期間末においては投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (固定資産の譲渡) 

 平成16年７月29日に固定資産の譲

渡について次のとおり売買契約を締

結しております。 

譲渡する相手会社の名称 

 医療法人 グラニーアンドグラン

ダクリニック 

譲渡資産の種類 

 千葉県松戸市所在の建物及び土地 

譲渡前の使途 

 独身寮 

譲渡予定 

 平成17年３月 

譲渡価額 

 138百万円 

帳簿価額(平成16年９月30日現在) 

 797百万円 

――――― ――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,981百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,720百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,621百万円

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業法に基づく営

業保証金として供託しているも

のであります。 

  

   不動産特定共同事業者(匿名

組合方式における出資者)の出

資を目的とした借入金に対して

提供しているものであります。 

 (1) 有価証券 300百万円

   投資有価証券 398 

 (2) たな卸資産 417百万円

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。 

   なお、上記のたな卸資産につ

いては、不動産特定共同事業者

(匿名組合方式における出資者)

からの預り金に対して抵当権が

設定されております。 

 (1) 有価証券 105百万円

   投資有価証券 583 

   差入保証金敷金 10 

 (2) たな卸資産 517百万円

   (対応する債務)  

   預り金 250百万円

※２ 担保資産 

   宅地建物取引業法に基づく営

業保証金として供託しているも

のであります。 

  

 (2)   ――――― 

  

 (1) 有価証券 320百万円

   投資有価証券 361 

  

   なお、上記の建物、土地及び

その他については、根抵当権

(極度額1,800百万円)及び抵当

権が設定されております。 

 (3) 建物 1,288百万円

   土地 4,414 

   その他 12 

   (対応する債務) 

   長期借入金 1,875百万円

  

   なお、上記の建物、土地及び

その他については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。 

 (3) 建物 809百万円

   土地 1,069 

   その他 5 

   (対応する債務) 

   短期借入金 480百万円

   長期借入金 90    なお、上記の建物、土地及び

その他については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。 

 (3) 建物 829百万円

   土地 1,069 

   その他 6 

   (対応する債務) 

   長期借入金 900百万円

 ３ 保証債務 

被保証者 保証金額 
(百万円) 内容 

住宅ローン 
利用顧客 222 住宅ローン 

の保証 
つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客 

2,329 
つなぎ住宅 
ローンの保 
証 

リバブルア 
セットマネ 
ジメント㈱ 

2,100 
不動産購入 
時借入の保 
証 

合計 4,652 ― 

 ３ 保証債務 

被保証者 保証金額
(百万円) 内容

住宅ローン 
利用顧客 180

住宅ローン
の保証 

つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客 

1,106
つなぎ住宅
ローンの保 
証 

リバブルア 
セットマネ 
ジメント㈱ 

5,625
不動産購入
時借入の保 
証 

合計 6,911 ―

 ３ 保証債務 

被保証者
保証金額 
(百万円) 内容 

住宅ローン
利用顧客 210 住宅ローン 

の保証 
つなぎ住宅
ローン利用 
顧客 

2,149 
つなぎ住宅 
ローンの保 
証 

リバブルア
セットマネ 
ジメント㈱ 

5,700 
不動産購入 
時借入の保 
証 

合計 8,059 ― 

 ４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 ４ 消費税等の取扱い 

同左 

―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1百万円

受取保険金 22 

積立傷害保険 
満期返戻金 

21 

独身寮・社宅 
運営収益 

13 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

有価証券利息 1 

受取配当金 6 

保険配当金等 24 

独身寮・社宅
運営収益 

7 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1百万円

有価証券利息 4 

受取配当金 13 

保険配当金等 61 

独身寮・社宅 
運営収益 

21 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 54百万円

貸倒引当金 
繰入額 

5 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 23百万円

貸倒引当金
繰入額 

14 

支払手数料 12 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 98百万円

貸倒引当金
繰入額 

56 

※３    ――――― 

   

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券
売却益 

15百万円

貸倒引当金
戻入益 

13 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 316百万円

貸倒引当金
戻入益 

29 

※４ 特別損失の主要項目 

   平成16年５月に、渋谷区桜ヶ

丘町より同区道玄坂一丁目に本

社を移転したことに伴う費用で

あります。 

本社移転費用 167百万円

※４    ――――― 

  

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却損 5,613百万円

本社移転費用 167 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 208百万円

無形固定資産 128 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 160百万円

無形固定資産 134 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 425百万円

無形固定資産 260 

※６ 当社の営業収益のうち販売受

託業収益は、通常の営業の形態

として、上半期に比べ下半期に

収益計上の対象となる取引が多

いため、事業年度の上半期の販

売受託業収益と下半期の販売受

託業収益との間に著しい相違が

見込まれ、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

※６     同左 ――――― 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 24 3 20

器具 
備品 864 573 291

合計 889 577 312

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 30 9 20

器具 
備品 706 318 387

合計 737 328 408

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 30 6 24

器具
備品 660 309 351

合計 691 316 375

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 148百万円

１年超 163 

合計 312百万円

１年内 148百万円

１年超 260

合計 408百万円

１年内 147百万円

１年超 227 

合計 375百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 103 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 91

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 182百万円

減価償却費相当額 182 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

(１株当たり情報) 
  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 711.04円 １株当たり純資産額 724.46円 １株当たり純資産額 662.00円

１株当たり中間純利益 62.86円 １株当たり中間純利益 79.74円 １株当たり当期純利益 8.83円

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 1,005 1,275 204 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 62 

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (62) 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
1,005 1,275 141 

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,999 15,999 15,999 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第35期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月28日 
関東財務局長に提出。 
  

          



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月22日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東急リ

バブル株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東急リバブル株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  守  屋  俊  晴  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  吉  村     基  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月21日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東急リ

バブル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東急リバブル株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  那  須  伸  裕  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月22日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東急リ

バブル株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第35期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東急リバブル株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  守  屋  俊  晴  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  吉  村     基  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月21日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東急リ

バブル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東急リバブル株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  那  須  伸  裕  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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